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Ⅰ 検討の背景 

 
  これまで，地方分権の進展に伴い，教育の分野においても地方公共団体の責任と権限

が拡大する中，首長と教育委員会の関係について，平成 16 年の中央教育審議会教育制度

分科会地方教育行政部会及び平成 25 年の中央教育審議会教育制度分科会等において検

討されてきたところである。 

平成 19 年の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号。以

下「地教行法」という。）の改正時には，首長と教育委員会の権限分担の弾力化が検討さ

れ，文化財保護を除く文化に関する事務及び学校体育を除くスポーツに関する事務は，

条例により，首長の権限の下に置くことを可能とする制度とすることとなった。 

さらに，平成 26 年の教育委員会制度の抜本改正に当たって，教育行政部局が担当すべ

き事務分担についての検討がなされ，文化財保護に関する事務は，政治的中立性や継続

性・安定性の確保や首長部局が行う開発行為との均衡を図る必要等があることから，教

育行政部局が担当する必要があるとされた（「今後の地方教育行政の在り方について」1）。 

このような経緯により，文化財保護行政においては，教育委員会が引き続き，その管

理・執行を担っているが，我が国の社会状況が大きく変化し，過疎化や少子高齢化の進

展等による地域社会の衰退によって，地域文化の多様性の維持・発展が脅かされつつあ

る状況にある一方，文化財に求められる役割に対する期待はますます増大してきている。

文化財を保存し活用することは，心豊かな国民生活の実現に資することはもとより，個

性あふれる地域づくりの礎ともなることから，地域振興，観光振興等を通じて地方創生

や地域経済の活性化にも貢献することが期待されている。 

文化審議会文化財分科会は，平成 29 年５月 19 日に文部科学大臣から，文化財の確実

な継承に向け，未来に先んじて必要な施策を講じるための文化財保護制度の在り方につ

いて包括的な検討を求める諮問を受けた（「これからの文化財の保存と活用の在り方につ

いて」）。これを踏まえ，文化審議会文化財分科会の下に設置された企画調査会において

議論がなされ，「景観・まちづくり行政や観光行政など他の行政分野も視野に入れた総合

的・一体的な取組を可能とするため，地域の選択で首長部局も文化財保護を担当できる

ような裁量性の向上についても検討が必要である」との意見が出されたところである

（「文化審議会文化財分科会企画調査会 中間まとめ」2）。 

企画調査会の中間まとめを受け，現在，教育委員会が管理し，執行することとされて

いる文化財保護に関する事務を，地方公共団体の選択によって首長の権限の下に置くこ

とを可能とするかどうかについて検討するため，中央教育審議会の下に，地方文化財行

政に関する地方行政組織の在り方について調査審議する地方文化財行政に関する特別部

会を設置し（平成 29 年９月 28 日中央教育審議会決定），検討を行った。 

  

                                            
1 「今後の地方教育行政の在り方について」（答申）（平成 25 年 12 月 13 日） 
2 「文化審議会文化財分科会企画調査会 中間まとめ」（平成 29 年８月 31 日） 
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Ⅱ 地方文化財行政の現状と課題について 

 
  地方文化財保護行政の在り方に関して，企画調査会においては文化財保護制度全体の

見直しの中で文化財の専門的見地から議論されているが，文化財保護に関する事務の所

管の在り方に関しては教育委員会制度に関わることを踏まえ，特別部会においては，地

方公共団体で実際に文化財行政に携わっている立場からの視点を中心に議論した。 

その際，企画調査会における現在までの検討状況を聴取するとともに，平成 25 年 12

月の文化審議会文化財分科会企画調査会報告「今後の文化財保護行政の在り方につい

て」において挙げられている，文化財保護に関する事務の管理・執行において担保すべ

き観点（専門的・技術的判断の確保等3）にどのように対応していくかについても留意

した。 

議論に当たって，地方文化財行政の現状を把握するため，文化財行政に関わる現場経

験のある委員から意見発表を行った。発表された意見の概要は以下のとおりである。 

 

（１）文化財保護に関する事務を地方公共団体の選択によって首長の権限の下に置くこと

を可能とすることに関する意見 

 

○ 地方公共団体の判断により，文化財保護に関する事務を選択可能とする制度改正に

賛成。事務の所管の判断は地方公共団体に任せていただきたい。 

 

○ 活用なくして保存はない。文化財の価値を住民に理解してもらわなければ守ってい

くこともできない。文化財を公開し活用することは価値を理解する第一歩。保存と活

用は車の両輪であり，別々ではなく一体的に考えるべき。現在は保存に関することを

主に教育委員会が，活用に関することを主に首長部局が担っており，車の一輪しかな

いということにならないよう法令上の明確化が必要。 

 

○ 文化財保護は保存と活用で成り立っている。文化財の保存なくして活用はない。活

用は首長部局に移管すればより効果的な活用が期待できると思われるが，保存ができ

る体制が取れるのかという点が首長部局への移管する場合の鍵になるのではないか。 

 

 

 

                                            
3 平成 25 年 12 月 13 日文化審議会文化財分科会企画調査会報告「今後の文化財保護行政の

在り方について」において「どのような機関が文化財保護に関する事務を管理し，及び執

行することとなるとしても，下記の４つの要請を十分に勘案し，これらをどのように担保

するかという観点から制度設計を行うべき」とされ，４つの要請として，「専門的・技術

的判断の確保」「政治的中立性，継続性・安定性の確保」「開発行為との均衡」「学校教育

や社会教育との連携」が挙げられており，現在行われている同調査会の検討においても，

これらの４つの要請に対応できるような仕組みを検討することが必要であるとされてい

る。 
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（２）文化財保護に関する事務を首長の権限の下に置く場合に留意すべきことに関する意 

  見 

 

○ 首長部局が所管する際には，専門性・技術的判断の確保方策として地方文化財保護

審議会の設置や専門的知見を持った職員を配置すること，政治的中立性や継続性・安

定性の確保方策として地方文化財保護審議会や条例に基づく委員会・審査会等の第三

者機関による確認を行うことが考えられる。 

 

○ 学校教育との連携について，指導主事の配置やコーディネーター役を果たせる人材

の確保，人事交流などの日常的な連携体制の構築等のスムーズに連携する方法を考え

ることが必要ではないか。 

 

○ 教育に役立ててほしいとの思いで寄贈・寄託される方も多いため，首長部局に所管

を移す際には関係者等に事前に理解を得ることが必要ではないか。また，市民に周知

することが必要ではないか。 

 

○ 以前は開発関係者と緊張関係にあったが，開発行為との調整の歴史も長く，今では

開発関係者にもある程度の理解が得られており，埋蔵文化財の場合はそれほど心配な

いのではないか。 
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Ⅲ 地方文化財行政の在り方について 

 
地教行法上，教育に関する事務には，教育のほか，文化，スポーツ，学術といった幅

広い事務が含まれるが，教育委員会は地方自治体の中で独立・完結して教育事務を行っ

ているのではなく，首長との協力と調和の中で必要な事務を行っている。 

地方文化財行政においては，文化財保護に関することは教育委員会が管理・執行する

事務として法定されており，教育委員会の職務権限となっている（地教行法第 21 条第 14

号）。一方，文化財の保護に関することを除く文化に関する事務については，既に条例に

より首長が担当することを選択できるようになっている（同法第 23 条第１項第２号）。 

しかし，各地方公共団体においても，地域の資源を活用して地方創生に取り組む機運

が高まっており，地域に存在する文化財を積極的に活用した地域づくりが進められるな

ど文化財を取り巻く社会状況も変化している。また，近年，文化財に求められる役割が

ますます増大していることにより，景観・まちづくりや観光など他の分野も視野に入れ

た総合的・一体的な取組への需要が急速に高まっており，地方公共団体から，地方公共

団体の選択によって文化財保護に関する事務を首長部局の下に置くことが可能となるよ

う制度改正を求める声が上がっている。 

文化財保護に関する事務については，引き続き教育行政部局が担当することを基本と

するが，社会状況の変化や地方公共団体から上記のような声が上がっていることに鑑み，

景観・まちづくり等の事務との総合的・一体的な事務の管理・執行を考慮し，各地方公

共団体が文化財保護に関する事務をより一層充実させるために必要かつ効果的である場

合に，条例により首長が文化財保護に関する事務を担当することを選択できるような制

度とするべきである。 

ただし，その際には，文化財は国民の貴重な財産であり，一旦滅失，毀損
き そ ん

すれば原状

回復が不可能であるといった特性があることから，平成 25 年の文化審議会文化財分科会

企画調査会報告で示された４つの要請を担保することを条件とするべきである。 

これからの時代にふさわしい文化財の保存と活用の方策の改善を検討するに当たり，

以上の点に留意した制度設計がなされ，地方公共団体においてそれぞれの実状に応じた

適切な取組が進められることを期待する。 
 
 


